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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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○経常収支比率
　 経常収支比率に占める公債費に対する割合が大きくなっている。旧町村からの過疎対策事業の道路整備や木曽地域高度情報化網周
辺整備事業（ＣＡＴＶ整備）等の大型事業によるものが要因となっている。このうち７割は交付税措置されるが、このまま、同様に事業を続
けると公債費が増加し経常収支比率もこれまで以上に悪化することから、債務削減計画等により新規事業を厳選し実施することにより、
合併時から１０年後には地方債残高を約３割（臨時財政対策債を除く）減少する見込である。

○人件費及び人件費に準ずる費用
　 町村合併後のまちづくりを推進するため、総合支所方式により支所機能を充実していることや、ごみ処理業務、消防業務を広域連合で
行っていることから類似団体平均を上回っている。今後は木曽町職員適正化計画に沿った人員削減等を推進し、行政経費の削減に努め
る。

○公債費及び公債費に準ずる費用
　 旧町村から引き継いだ道路整備や施設建設に借入れた地方債、畜産基地建設事業等の債務負担行為、多額の費用を投資した下水
道整備等ほとんどの項目に置いて類似団体平均を上回っている。今後は、新規事業の精査による新規起債等の抑制や繰上償還を行な
い、地方債残高等を減少させる予定である。また、実質公債比率についても２１年度の１７．６から２２年度末には１５．０以下に減少する見
込である。

○普通建設事業費
　 普通建設事業費の人口１人当たり決算額が平成２１年度に増加したのは、統合保育園建設や農業施設整備などの必要な大型事業を
実施したためであり、類似団体と比較すると多額となっている。今後は新規事業には十分な精査を行い債務削減計画等により事業を厳選
しながら実施していく方針である。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 1,508,846 117,713 86,690 35.8
賃金（物件費） 176,054 13,735 7,046 94.9
一部事務組合負担金（補助費等） 334,161 26,070 12,132 114.9
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 607 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 47,458 3,702 4,145 ▲ 10.7
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 82,729 6,454 1,925 235.3
▲退職金 ▲ 119,218 ▲ 9,301 ▲ 9,795 ▲ 5.0
合計 2,030,030 158,373 102,750 54.1

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 14.43 9.88 4.55
ラスパイレス指数 96.1 94.1 2.0

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

1,957,702 152,731 54,753 178.9

積立不足額を考慮して算定した額 - - - -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - 4 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 481,477 37,563 13,880 170.6
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

115,688 9,025 6,127 47.3

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

145,637 11,362 1,629 597.5

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

578 45 22 104.5

▲特定財源の額 ▲ 79,153 ▲ 6,175 ▲ 2,612 136.4
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 1,782,997 ▲ 139,101 ▲ 42,761 225.3

合計 838,932 65,450 31,043 110.8

※実質公債費比率については1月31日現在の数値

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

2,388,094 174,670 - 73,854 - -

うち単独分 1,900,962 139,041 - 41,302 - -

1,386,281 103,261 ▲ 40.9 66,287 ▲ 10.2 ▲ 30.7

うち単独分 1,088,726 81,097 ▲ 41.7 36,581 ▲ 11.4 ▲ 30.3

1,708,456 129,047 25.0 60,088 ▲ 9.4 34.4

うち単独分 1,268,618 95,824 18.2 30,773 ▲ 15.9 34.1

1,588,999 122,381 ▲ 5.2 52,940 ▲ 11.9 6.7

うち単独分 1,311,398 101,001 5.4 28,496 ▲ 7.4 12.8

3,037,351 236,960 93.6 70,254 32.7 60.9

うち単独分 2,163,160 168,760 67.1 41,764 46.6 20.5

過去５年間平均 2,021,836 153,264 14.5 64,685 0.2 14.3

うち単独分 1,546,573 117,145 9.8 35,783 2.4 7.4
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